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独立系アドバイザーと
周辺ビジネスの現在

現在の米国の営業担当者にとって
最も重要なテクノロジーは、CRM（カ
スタマー・リレーションシップ・マネ
ジメント）システムである（図表１）。
10年前はポートフォリオ管理システム
を挙げる営業担当者が最も多かったよ
うだが、投資判断からファイナンシャ
ル・プランニングへと重点が移り、そ
のファイナンシャル・プランニングの
導入も一巡したことから、顧客との関

係を維持するためのCRMの重要性が
増したと推測される。
営業担当者の経験年数別の回答を見

ても、経験が浅い者ほどファイナンシ
ャル・プランニングが重要と答え、ベ
テランほどCRMと答える傾向がある。

CRMは、和訳こそ「顧客管理」だ
が営業の効率化を促すだけのものでは
ない。むしろ2020年６月、米国版顧客
本位の業務運営原則とも言える「最善

の利益規則」が施行され、CRMこそ
がその遵守に伴う負担増を乗り越える
カギ、と見る向きもある。同規則は
「最善の利益」を定義付けておらず、
営業の前線が従来以上に顧客を知り、
何が最善かを見極めた上で、そう結論
付けるに至った過程の記録を残さなけ
ればならなくなったからである。

CRMシステムとは
営業担当者の“英知の結集”

米国のCRMは、ひと言で言えば営
業担当者の英知の結集である。市場シ
ェア６割超を誇るレッドテール社の
CRMには、顧客情報、営業日報、カ
レンダー、文書等作成、セミナー管理
機能等が盛り込まれている。例えば顧
客から問い合わせを受けた場合、その
主旨を記録し、カレンダーを使ってミ
ーティング等を設定するほか、その内
容を記録し、社内の人間と共有したり、
事前に資料を作って送るといった次の
行動を指示することもできる。資料に
必要なデータの連携等が取れているパ
ートーナー数は百数十社に及ぶ。
こうした反復的業務の手続きは、
ワークフローとして自動化できる。業
務効率化とコンプライアンス遵守手続
きの策定が同時に行えるのである。さ
らにこのCRMを使えば、営業担当者
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ーケティングの見込み顧客を、口座開
設待ち、口座開設後などと分ける、ス
テータスによるフロー管理も必要でし
ょう。
　米国でCRMを中心に提供しているベ
ンダーは、３つのタイプに分かれます。
１つは開発型。フルカスタマイズが可
能な一方、初期費用が何百万円もかか
ります。次がインテグレート型で、ベ
ーシックなCRMだけがあり、スマート
ホンのように自分好みのアプリケーシ
ョンを追加して作りこんでいきます。
最後がオール・イン・ワン型。CRMに
加え、分析ツールやスケジューラー等
も全部入っていて、これだけ持ってい
れば困らない、というものです。
　米国で一番人気があるのはかけられ
るコストと搭載する機能のバランスが
取りやすいインテグレート型ですが、
私たちの戦略はユニークで、まずオー
ル・イン・ワン型から入ってインテグ
レート型に行こうと考えています。日

沼田：CRMの提携について教えてい
ただけますか。
大原：日本資産運用基盤が取り組む事
業領域で、いま一番、ホットなのがこ
のIFAカテゴリーです。CRMを中心に
ポータルを作り、ポートフォリオ分析
やコンプライアンス・ツール等、外部
のアプリケーションをつなげようとし
ています。
　CRMの最もベーシックな機能は、
シンプルなデータのアグリゲーション

（所属証券会社以外の口座も含めたデ

ータの一元管理）です。その上で、資
産クラスごとに配分を分析したり、期
待リターンを試算してポートフォリ
オ・マネジメントを提供すれば、営業
やお客さまサポートに資するものにな
りますし、レポーティング機能も追加
できます。また、セミナーやウェブマ

の所属金融機関以外の資産も含めた口
座・家族名寄せはもちろん、親族情報
等も含めた一元管理ができる。
このように、営業担当者の行動を
知り尽くした機能が散りばめられてい
るのは、彼らの声を吸い上げる仕掛け
があるからである。例えば機能改善要
望の投稿ページでは賛同者が一票を投
じられるようになっており、希望の多
い改善を順次行っている。

一方、わが国ではIFAの金融機関・
業界横断的なCRMは発展途上のよう
であったが、2020年10月２日、SCSK

と日本資産運用基盤グループ（以下、
JAMP）が、米国のTAMP（資産運用
ソリューションを提供する事業会社）
とともに、IFA向けのCRM等のソリュ
ーションを開発すると発表した（図表
２）。そこで、JAMPの代表取締役社長、
大原啓一氏にその概要を伺った。
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営業担当者 5175 名へのアンケート結果

図表2　日本資産運用基盤とSCSKの提携
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本は小規模事業者が大半なので、開発
型よりも全てそろっていたほうがいい。
また、日本にはまだ米国のようなエコ
システムがなく、協業できる事業者が
ほとんど存在しないのでアプリケーシ
ョンが充実できないからです。
沼田：なるほど。目先のゴールとして
はどんなものを目指しているのですか。
大原：2021年６月を目処に、ワンパ
ッケージ全てを提供します。米国の大
手TAMPと提携し、彼らのアプリケー
ションを日本版に改修するので、わり
と大掛かりなのです。
沼田：日本でCRMを作ろうとする動
きはあまり見かけない気がしますが
……？
大原：はい。ただ、足元数カ月で他社
でも動きが出てきています。でも
CRMは証券勘定系まわりに接続する
と動作が重くなるので、日本にはライ
フプランシミュレーションやポートフ
ォリオ・マネジメントに集中したプレ
ーヤーが多い印象があります。
沼田：JAMPは勘定系に接続するとい
うことですが、それは日本初ですよね。
大原：そうですね。最近はAPIを開放
する動きが証券会社にも広がっている
ので、そこにつなげられるとありがた
い。しかし悩ましいのが、銀行も証券
会社も、個人向けアプリケーションに
はAPIを開放していますが、IFAや金
融事業者向けのアプリに開放している
金融機関は現状ほとんど存在しないん
です。だからそこはチャレンジと言え
ます。
沼田：それはなぜですか？
大原：約900社ある IFAが複数の委託
証券会社に所属する割合は、実はまだ

20％程度なので、IFA側にもその必要
性がなかった。ただ、例えばある顧客
について高頻度の売買取引をしても、
複数の証券会社をうまく使い分ければ
各社ごとのコンプライアンス上は「問
題なし」となってしまう。これは今後
の課題だと思うのです。
沼田：貴社のCRMを見れば一目瞭然
になるということでしょうか。
大原：なるはずです。
沼田：そうすると、CRMのデータを
持っているが故に全体像を把握できる
貴社が、例えば「コンプライアンス上
問題ない運営をしている」という意見
書をユーザーであるIFAに出したら、
それは顧客本位の業務運営遵守の証跡
として使えますか？
大原：使えると思います。ただ、それ
は今後の事業性の判断次第ですね。複
数所属スタイルが広がると、「自分た
ちが適正な業務運営をしているか？」
というIFA主体の判断がぽっかり空い
てしまいかねません。そのときにわれ
われが、CRMの提供だけでなく、コ
ンプライアンス等のサポートにも入れ
れば、より負担は少ないと思います。
沼田：貴社がCRMに続く第２段とし
て構想されているのが、そのコンプラ
イアンスのサポートでしょうか。
大原：おっしゃるとおりです。ただ、
第１段のCRMの実装ができれば、コ
ンプライアンスのみならず、さまざま
な需要が出てくると思うのです。IFA
も個人の力量に頼るのではなく、さま
ざまな機能の仕組み化、システム化が
必要になるでしょう。また保険代理も
銀行代理もやりたいとなると、業容拡
大に応じた外部のサポートが必要にな

りますし、そのときに所属元である保
険会社や銀行の選定はどうするのか、
といったニーズが出てくると思います。
沼田：その業容の選定支援も、進んで
いるのですか。
大原：現在進行形ですね。実はIFAの
皆さまも、悩まれているのです。銀行
代理、住宅ローン、有価証券担保ロー
ン、投資助言をやりたい……と。その
ときに助言登録をサポートしたりしま
す。特に助言の場合、所属元にコンプ
ライアンスのサポートを期待すること
はできないので、自分たち主体でコン
プライアンス体制を整えなければなら
ない。そこにも私たちがサポートで入
るという営みは、もうすでに始めてい
ます。

＊＊＊
　これまでの日本の個人投資家は、ア
ドバイスか非対面取引かの二者択一を
迫られてきた。しかしわが国でも営業
担当者の中立的な能力増幅器、CRM

が開発されることにより、アドバイス
の広がりが期待できる意義は大きい。
　これが実現すれば、営業の効率化は
もとより、より顧客本位な業務運営を
提供し続ける展望も開ける。
　日本の課題は、IFAを支える周辺業
者が未成熟なことにもあろうが、これ
についても、CRMが呼び水となるこ
とに期待したい。
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